
 

お客さま本位の業務運営に関する基本方針に対する取組状況 

 

 

2026年7月更新 

 

お客さま本位の業務運営を実現し続けるための、当社の主な取組状況は次の通りです。 
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第1条 お客さまの最善の利益の追求 

経営理念 

当社は、以下の経営理念を掲げており、これまで機関投資家にしか投資機会がなかった投資

商品を個人投資家へ提供することで、個人投資家の新たな資産形成の一助となるよう日々事

業活動に取り組んでおります。

 

カルチャーガイド 

当社では経営理念や行動指針のもと、社員が働くうえで大切なことをカルチャーガイドとし

て定めております。これは当社の創業者である代表取締役社長が「チームとして育てていき

たいカルチャーの”たたき台”」として定めたものであり、当社の社員はこの内容を自分な

りに解釈しながら、日々の業務に取り組んでおります。 

 
https://speakerdeck.com/c0rp_mdm/mdmkarutiyagaido-ver1-dot-2 

 



3 

第2条 利益相反の適切な管理 

投資運用委員会・コンプライアンス委員会の設置 

当社は、利益相反取引を防止する体制として、投資運用委員会及びコンプライアンス委員会

を設置し適切に管理しております。また各委員会には社外の専門家(不動産鑑定士・弁護士)

が委員として参加しております。 

2025年度投資運用委員会・コンプライアンス委員会開催回数 

 

会議体 開催数 議案数 

投資運用委員会 20回 37議案 

(うち利益相反取引・利害関係取引に係る議案

数：12議案) 

コンプライアンス委

員会 

21回 46議案 

(うち利益相反取引・利害関係取引に係る議案

数：15議案) 

 

第3条 手数料等の明確化 

当社では商品・サービスの提供にあたり、各種手数料をいただいております。 

手数料その他の費用の詳細に関しては、該当商品を販売する際にお渡しする契約締結前交付

書面や目論見書等に開示しており、お客さま自身でご確認いただくことができます。 

また、下記のようなコラムを掲載することで、お客さまに「中身をしっかりご理解いただ

く」よう努めております。 
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「手数料が複雑すぎて、分かりにくいです！」にお答えします！ | ALTERNA (alterna-z.co

m) 

 

第4条 重要な情報のわかりやすい提供 

当社は商品内容やリスク内容等の重要な事項及び運用実績、運用方針等について、下記取組

を実施しております。 

● 商品ごとにリスクを詳細に説明するページを作成。内容欄にイラストを用いるなど

して分かりやすく提示(リスク、特に売却損になるケース等についても詳細に記載し

ております。) 

 

● 毎月、運用報告書を作成し、銘柄保有者へ提供。 
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● 案件ごとに解説セミナーを実施(Youtube等) 

  

 

● 個別商品に限らず、コラムを掲載(不動産STについてのQA等)。 

 

コラム・セミナー | ALTERNA (alterna-z.com) 
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● 当社の運用実績の概要や運用方針等についても公開しています。 

 

アセットマネジメント事業 運用ハイライト | Mitsui & Co. Digital Asset Managemen

t 
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第5条 お客さまにふさわしいサービスの提供 

当社は、お客さまの投資方針を必ず確認しており、いただいた情報からお客さまの適切な投

資額や投資商品を把握できるよう日々努めております。 

また、当社は個人投資家に「安定したインカム性商品」の供給が足りていないという課題に

対し、デジタル証券技術による、優良な不動産・インフラ等の安定資産の小口化・個別化・

民主化を実現、個人投資家がこれまで投資できなかったミドルリスク・ミドルリターンの金

融商品へアクセス可能となるサービスを提供しております。また、ファンド組成から証券販

売までを垂直統合、期中の運用についてもデジタルトランスフォーメーション（DX）の技術

を駆使し積極的に効率化を図ることで、投資家へお届けする利回り改善に寄与しておりま

す。 

 

  



8 

 

第6条 従業員に対する適切な動機づけの枠組み等 

当社は、より良質なサービスを提供できるよう、下記行動指針を設定しております。 

また、社員の知識や専門性等を高める教育研修機会に加え、コンプライアンス研修を毎月実

施しております。 

 

● 当社行動指針 

 

● 各資格取得者数(2026年6月末基準) 

証券外務員登録者数：59名 

証券アナリスト検定会員数：7名 

宅地建物取引士資格取得者：28名 

不動産証券化協会認定マスター会員数：9名 
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プロダクトガバナンスに関する補充原則に対する取組状況 

 

 

 

 

2026年7月更新 

 

第1条 基本理念 

基本方針第１条に対する取組と同様です。 

第2条 体制整備 

当社は商品の組成・販売・運用の全体を通してプロダクトガバナンスを確保するため、以下

の体制を整備しています。  

● 組成時の適合性検証 

● 外部の専門家も参加する投資運用委員会・コンプライアンス委員会での検証結果の確認 

● 組成後の検証 

● 組成・販売・運用部門全体への検証結果の情報連携 

● プロダクトガバナンスに関する定期的な見直し 

 

第3条 金融商品の組成時の対応 

当社は組成時の対応として、「安定資産」という商品性の観点から、以下の検証を行いま

す。  

● 商品組成時には、組成部門において、想定される販売対象となるお客さまを明確にしま

す。そのうえで、リスクや費用、パフォーマンスについて、こうしたお客さまの属性、

投資目的、資金性格およびその量ならびに投資経験等への適合性の観点から、検証を行

います。また、販売部門と連携しながら、販売方法の適切性についても検証を行いま

す。 

● 当社の商品を販売することが適切ではないと考えられるお客さまについては、口座開設

をお断りする、または取引を制限するといった対応を行います。 

● 組成部門における検証の結果はコンプライアンス部が確認したうえ、組成・販売・運用

の各部門に共有します。 

 

第4条 金融商品の組成後の対応 

当社は商品の組成時に想定していた商品性が確保されているかを継続的に検証するため、下

記取組を行っています。 
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● 商品の組成時に検証した内容を踏まえ、商品の組成後に市況の変動、制度変更、苦情の

状況、取引量など環境の急変や内部管理に関連する情報などを随時把握し、検証済みの

商品のリスク等に重大な変化がないか、コンプライアンス部が定期的に検討 

● その結果を関連する各部署に連携し、当該部署で対応が必要な場合にはフォローアップ

を実施 

● こうした検証の結果はプロダクトガバナンス体制の見直しにも活用 

 

第5条 お客さまに対する分かりやすい情報提供 

基本方針第４条に対する取組と同様です。 


